
重要な会計方針 

 

当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」

（令和２年３月 26 日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準

注解』に関するＱ＆Ａ」（令和２年６月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）

を適用して、財務諸表等を作成しております。 

 

１ 運営費交付金収益の計上基準 

    業務達成基準を採用しております。 

  なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の

活動については期間進行基準を採用しております。 

２ 減価償却の会計処理方法 

有形固定資産 

    定額法を採用しております。なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

    建物        ８年～４６年 

    車両運搬具         ６年 

    工具器具備品    ５年～１５年 

３ 引当金の計上基準 

（１） 賞与引当金 

役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期に見合

う分を計上しております。 

なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みで

あるため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。 

（２）退職給付引当金 

退職一時金については、役職員の期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法

を用いた簡便法を適用しております。 

  なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、

退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。 

４ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手許現金、随時引き出し可能な預

金からなっております。 

５ リース取引の処理方法 

  リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

６ 消費税等の会計処理方法 

  消費税等の会計処理方法は、税込方式によっております。 
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注記事項 

 

１ 貸借対照表 

（１）固定資産の減損について 

 ①減損を認識した固定資産の種類、帳簿価額等の概要 

種類 １回線当たり帳簿価額 回線数 帳簿価額 

電話加入権       13,192 円       73 回線     963,000 円 

 ②減損の認識に至った経緯 

   市場価格が下落している状況にあるため。 

 ③損益計算書における計上金額 

   回収可能サービス価額が帳簿価額を上回っているため、減損損失は計上しておりま

せん。 

 ④回収可能サービス価額の概要 

   ＮＴＴ東日本の公定価格 39,600 円（１回線当たり）を再調達価額とした使用価値

相当額が正味売却価額（109 千円）を上回るため、使用価値相当額（2,890 千円）を

回収可能サービス価額としております。 

 

２ 行政コスト計算書 

（１） 独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト 63,183,369,725 円 

 自己収入等 △ 43,449,781,553 円 

 国庫納付額 △ 16,759,153,916 円 

 機会費用 1,074,840 円 

 独立行政法人の業務運営に関して 

国民の負担に帰せられるコスト 

 

2,975,509,096 円 

 

（２）機会費用の計上方法 

国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、

独立行政法人での勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付

支給基準等を参考に計算しております。 

 

 

３ 損益計算書 

  ファイナンス・リースが損益に与える影響は、64 円であり、当該影響額を除いた当

期総損失は 8,569,029,768 円であります。 

     

４ キャッシュ・フロー計算書 

  資金の期末残高の貸借対照表上の科目 
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現金及び預金         1,051,673,923 円 

うち定期預金                        0 円 

            （差引）資金残高        1,051,673,923 円 

 

５ 退職給付関係 

（１）採用している退職給付制度の概要 

役員について役員退職手当支給規程、職員については職員退職手当支給規程による

退職一時金制度及び確定拠出制度を設けております。 

 

（２）簡便法を適用した制度の退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付引当金 563,470,407 円 

   退職給付費用 93,487,394 円 

   退職給付への支払額 △ 60,327,472 円 

 期末における退職給付引当金 596,630,329 円 

 

（３）退職給付に関連する損益 

 

    

（４）確定拠出制度 

拠出額                        8,781,570 円 

 

６ 金融商品関係 

（１）金融商品の状況に関する事項 

   当勘定は、独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づき、資金運用については定

期預金等で行っております。 

また、交付金の支払資金の一時不足となる場合に、主務大臣により認可された借入

限度額の範囲内で、金融機関からの借入により資金を調達しております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

   期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には

含めておりません（（注２）参照）。 

（単位：百万円) 

区   分 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1)現金及び預金 1,051  1,051  －  

(2)未収金 1,255  1,255  －  

(3)短期借入金 (28,684) (28,684) (－) 

(4)未払金 (8,688) (8,688) (－) 

（注）単位未満を切り捨てて記載しております。 

簡便法で計算した退職給付費用 93,487,394 円 
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（注）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

（１）現金及び預金、（２）未収金、（３）短期借入金及び（４）未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。 

（注２）受入保証金（貸借対照表計上額 602 百万円）については、返還時期の確定が

行えないため、将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから開示の対象とはしておりません。 

 

７ 重要な債務負担行為 

   該当事項はありません。 

 

８ 重要な後発事象 

  該当事項はありません。 
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